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o 発信者が電子的手段で通信の相手方に対し通知する方法の例示 

o 書面に於ける契印、割印、訂正印、捨印、止印、消印の機能と、電

子文書で同等の機能を担保するための手法の例示 

o 法令の求める書面の「原本」の意図するところと電子文書で同等の

機能を担保するための手法の例示 

o 書面の窓口での受け渡し（本人確認の有無）、書留、内容証明郵便

などの送付手段と同等の通信手段の例示。また、本人確認、ログの

保存・開示など、紛争時に文書の真正性を第三者が公証する場合に

満たすべき要件 

o 電子文書を受け取れない利用者のために、印刷した電子文書を原本

とみなす場合に満たすべき要件 

以上 
 



 
 

 

４．行政機関が保有する情報の再提出不要化について 

 
 
 

１． 規制の概要 

(1) 現状の申請手続における課題 

現在の行政機関への申請手続は、行政機関間において国民や事業者の情

報の共有が図れていないため、必ずしも国民や事業者の利便性を配慮した

プロセスになっていない。そのため、国民や事業者に対し、面倒な申請手

続や添付書類を求めているものが多い。例えば、異なる地方公共団体へ引

越を行った際の申請手続においては、最大 7 機関への訪問、13 種類の添付

書類が必要という状況である。 
 

(2) 専門調査会での検討の視点 

本専門調査会においては、既に行政機関が保有している情報を行政機関

間で共有することによって、申請手続における添付書類の省略、さらには申

請手続の簡略化を図ることにより、以下の事項を実現することが可能かを

検討した。 
・ 国民及び事業者が申請手続の際に証明書類等を取得・記載・申請・添

付する手間を省き、申請者の利便性を向上させる。 
・ ある行政機関に提出された情報を他の行政機関と共有することで、行

政事務の効率や情報の精度を向上させる。 
 

具体的な申請手続として、下記４つの項目を対象に検討を実施した。 
・ 項番 16 行政機関が保有する情報の再提出不要化（①引越時の各種行

政手続） 
・ 項番 17 行政機関が保有する情報の再提出不要化（②証明書類の添付） 
・ 項番 18 行政期間が保有する情報の再提出不要化（③登記申請に添付

する情報） 
・ 項番 19 戸籍関係証明書の本籍地以外の市区町村での交付 

 
なお、項番 19 については、情報共有による行政情報の再提出不要化のみ

ならず、証明書類等の広域交付による国民の利便性向上という観点について

もあわせて検討を行った。 
また、行政機関間の情報交換（いわゆるバックオフィス連携）については、

社会保障・税に関わる番号制度や国民ＩＤ制度においても検討が進められ
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ている。本専門調査会では、特に現行の法規制の改正によって「行政機関が

保有する情報の再提出不要化、手続のワンストップ化」を図る観点で、現行

法制度における問題点の洗い出しを行い、今後の対処方針について検討し

た。 
 

(3) 根拠法令 

本件に係る根拠法令は、以下に示したように、①各種手続に関する法令と、

②手続横断的な法令に大別される。 
① 各種手続に関する法令 

住民基本台帳法、道路交通法、道路交通法施行規則、自動車登録令、

道路運送車両法、児童扶養手当施行規則、国民健康保険法、国民健康

保険法施行規則、介護保険法、印鑑登録証明事務処理要領・条例、不

動産登記法、不動産登記令、民法、地方税法、国税通則法、戸籍法、

戸籍法施行規則 
② 個人情報保護、機密保護に関する法令 
  地方公務員法、国家公務員法、個人情報保護法、個人情報保護条例 
 
添付書類を求めている場合には、情報の提供を縛っている規定（情報保有

部門の規定）と、情報を参照することにより添付書類を省略することを縛っ

ている規定（申請手続受付部門の規定）の２種類の規定が想定されるため、

双方を調査の対象とした。 
 

２． 規制改革に関する要望・賛成の意見等 

(1) 「引越時の各種行政手続」（項番 16）に関する要望 

他の市区町村への引越時には、転出、転入自治体各々に対し、申請手続

が必要となる。転出自治体と転入自治体等の行政機関間での情報共有を行

うことにより、申請手続を簡略化すべきという要望があげられている。具

体的な要望を下記にあげる。 
・ 転出自治体で受けていた行政サービスを、手続を行うことなく転入自治

体でも継続して受けられるようにすべきである。また、変更された住所

情報を他の行政機関に反映することにより、各機関への住所変更届を不

要とすべきである。 
・ 市区町村間での情報共有により、申請者本人が、転出地の市区町村で発

行された書類を転入地の市区町村に提出することを不要とすべきであ

る。 
・ 変更された住所情報を他の行政機関に反映することにより、行政機関の

保有する情報の精度を向上させるべきである。 

35



 
 

  
(2) 「証明書類の添付」（項番 17）に関する要望 

地方公共団体間での情報共有を行うことで、各種行政手続を行う際に、

既に行政機関が保有している情報（住民票、戸籍謄抄本、所得証明書、登記

事項証明書、印鑑証明書等）について、添付書類を不要とすべきである。 
 

(3) 「登記申請に添付する情報」（項番 18）に関する要望 

敷地権が存する場合の建物については、建物と建物の敷地を管轄する登

記所が異なる場合が生じ得るため、登記所は建物の表示の登記の際に敷地

権を調査する必要がある。このように登記所が他の登記所の管轄に属する

物件についても調査を行うこととなる場合には、申請人は当該建物の敷地

の登記事項証明書を他の登記所から取得して添付すべきものとされている

が、登記所間での情報共有により添付書類を不要とすべきである。 
 

(4) 「戸籍関係証明書の本籍地以外の市区町村での交付」（項番 19）に関す

る要望 

現行法令上、戸籍関係証明書を本籍地以外の市区町村で交付することは想

定されておらず、住所地以外の市区町村に本籍を有している場合は、本籍地

へ出向くか郵送による請求を行う必要があり、利用者にとって不便である。

また、現行法令上、正本は本籍地の市区町村に、副本は法務局に保存するこ

ととされており、戸籍簿を庁舎外のデータセンターで管理している市区町村

は存在しない。そのため、戸籍関係証明書の本籍地以外の市区町村での交付

及び戸籍簿の本籍地以外の場所での管理を可能にしてほしいという要望が

あげられている。具体的な要望を下記にあげる。 
・ 戸籍関係証明書を本籍地以外の市区町村窓口やコンビニ等で交付できるよ

うにすべきである。 
・ 戸籍簿を本籍地の庁舎外のデータセンター等の場所で管理できるようにす

べきである。 
なお、現在、自動交付機にて行政機関外で戸籍関係証明書を交付してい

る地方公共団体があるが、当該地方公共団体に住民登録され、かつ本籍を

有する住民に限られる。また、広域連合等において戸籍関係証明書の広域

交付を実施している地域もあるが、法務省の指示に基づき、戸籍従事職員

に記録事項証明書の発行に係る事務に限り他の市区町村の職員として併任

（兼職）している。 
 

３． 経済効果 

行政機関が保有する情報の再提出不要化、手続のワンストップ化に関する経
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済効果の試算としては、以下の２つがある。 

(1)  引越時の申請・手続のワンストップ化の効果 

 引越時の手続について、現在は最大７機関への訪問、13 種類の添付書類

が必要となる。行政機関間での情報共有により、将来的に、訪問箇所を転

入市区町村のみとし、添付書類は省略化することで、国民側で約 900 億円/
年、行政機関側で約 100 億円/年の定量効果があると試算されている。 
※ 平成 20 年６月 次世代電子行政サービスの実現に向けたグランドデザ

インより 
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/nextg/pdf/granddesign.pdf 

 
(2)  手続の簡略化の効果（児童手当手続の省略化の効果） 

行政機関内の部門間、行政機関間のデータ連携により、将来的に児童手

当における現況届を不要とすることができる。この場合、受給者数が約

1000 万人/年と想定し、行政コストが年間約 20 億円のコストが削減される

と試算されている。 
※ 平成 20 年度 特別テーマ評価検討委員会報告書 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/tokubetu/houkoku/2008houkoku.pdf 

 
４． 書面調査・ヒアリング調査概要 

(1)  調査の観点 

他の行政機関（又は他の部門）が情報を保有しているにもかかわらず、申

請者本人による申請手続やその際に添付書類の提出を求めている規制・制

度について、具体的な規制・制度の内容や、申請手続や添付書類を求めて

いる根拠、政府や地方公共団体における運用の実態等について、関係府省、

地方公共団体を対象に書面調査を実施し、その結果を基にヒアリングを実

施した。 
 

(2)  調査対象 

書面調査は、下記にあげる制度を所管する府省、地方公共団体を対象に

実施した。 
・ 府省：総務省、法務省、厚生労働省、国土交通省、財務省、警察庁 
・ 地方公共団体：茨城県、神奈川県、市川市、川口市、藤沢市、板橋

区、杉並区 
また、書面調査の回答を基に、各府省、市川市、川口市、藤沢市に対し

て、第 6 回専門調査会にてヒアリングを実施した。 
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５． 調査結果概要 

調査の結果の概要を以下にまとめる。詳細については、下記を参照された

い。 
・第 6 回 規制・制度改革に関する専門調査会資料 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kaikaku/dai6/gijisidai.html 
 
なお、項番 19「籍関係証明書の本籍地以外の市区町村での交付」について

は、ヒアリング調査実施後に、追加の書面調査を行った。詳細については、

下記を参照されたい。 
・第 6 回 規制・制度改革に関する専門調査会 参考資料「追加書面調査

の結果」  
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kaikaku/dai8/sankou.pdf 

 

(1)  住民基本台帳関連（住民基本台帳ネットワーク、転出・転入届）に関す

る論点 

質問 回答 

① 住民基本台帳ネットワークの活用に

より、行政機関に対する申請・手続

において、住民票の写しの添付の

省略化を義務づけることが可能

か？ 

＜総務省＞ 

 本人確認情報はセンシティブな情報であり、行政機関内におい

ても無制限に利用可能とするのではなく、限定的に定める必要が

ある。（現在は、住民基本台帳法の別表 1～5 にて、住民基本台帳

ネットワークから本人確認情報の提供を受けることができる、行政

機関、事務を定めている。） 

 本籍地の情報など住民基本台帳ネットワークから取得できない

情報を求める申請・手続については、別途住民票の写しを求める

必要があると思われる。 

② 他の行政機関や同一行政機関内

の他部門への本人確認情報の提

供について、条件や実態はどうなっ

ているか？ 

＜地方公共団体＞ 

 各地方公共団体では、個人情報保護条例に従い「目的外利用」

や「外部提供」に該当しない範囲、または個人情報保護審議会の

意見を聴いて認められた範囲内において提供を行っている。 

ただし、個人情報保護条例上の判断や、運用範囲について

は、各地方公共団体によって異なっている。 

③ 引越時の「転出届」「転入届」の申

請届出を簡略化し、例えば住所変

更届等に統合することは可能か？ 

＜総務省＞ 

 転出届を廃止する場合は、転出自治体へは転入自治体から連

絡することとなるが、転出自治体が転出した事実を認識するまでに

タイムラグが発生することとなる。地方公共団体では、住民票がさ

まざまな行政サービスの基礎となっており、地方公共団体側の業

務で不都合が生じる可能性が高く、廃止は困難であると考える。 

 

(2)  その他引越関連の申請手続に関する論点 

質問：引越時の各申請手続について、住民基本台帳ネットワークの活用や他
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の地方公共団体への情報照会等により、添付書類の省略化や手続の簡

素化、廃止が可能か？ 
対象手続 回答 

運転免許証の記載事項変更 

＜警察庁＞ 

○添付書類の省略化（住民票の写し） 

各窓口に住民基本台帳ネットワークの端末があれば、省略する

ことは可能。窓口として、市区町村等の庁舎内に運転免許センタ

ーを設置することも可能。ただし、個人情報保護の観点での法制

度面での判断と住民票の写しの添付を定めている内閣府令道路

交通法施行規則の改定が必要。 

○住民基本台帳ネットワークの活用による手続の廃止 

運転免許証は広く身分証明書として利用されており、住所変更

等の記載事項の変更は運転免許証自体に記載する必要性が高

いため、手続の省略は困難と考える。 

車検証の変更登録申請（住所変更）

＜国土交通省＞ 

○添付書類の省略化（住民票の写し、戸籍謄抄本等） 

  同姓同名者の申請ではないことを確認するため、申請時に旧住

所、旧氏名の確認を行っており、住民票又は戸籍謄抄本等の添

付を求めている。住民基本台帳ネットワークで新旧の情報を確認

できれば、添付書類の省略に繋がると考える。 

○住民基本台帳ネットワークの活用による手続の廃止 

車検証においては車の「使用の本拠の位置」の確認が必要だ

が、必ずしも住所地と同一でないため、住民基本台帳ネットワーク

の情報では確認ができない。 

児童扶養手当の住所変更届（引越

時） 

＜厚生労働省、地方公共団体＞ 

○添付書類の省略化（所得証明書、住民票の写し等） 

手続の際は、前市区町村より児童扶養手当台帳の移管により

所得等の受給資格の確認を行っている。ただし、転入に伴い家族

構成が変わることもあり、世帯全員の住民票の写しや新たに同居

人になる方等の所得証明書の添付を求めている。 

○対面での手続の簡略化、転出自治体への手続の廃止等 

公簿だけでは確認できない生活実態を確認するため、役所の

窓口で対面にて聞き取りを行っている。対面で確認することで、不

正の防止や、本人の利益を保護することが可能となる。 

  転出自治体への手続を廃止することについて、転出した受給

者が転入自治体へ届出を行うまでに日数があいた場合、転出自

治体への届出を忘れた場合、転入自治体では手当を受けない場

合など、転出地で転出の事実が把握できないことから、過払い等

が生じる可能性もあり、廃止は困難である。 

国民健康保険取得・喪失届（引越時） ○転出、転入自治体間での情報移管による手続の廃止 
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介護保険取得・喪失届（引越時） 

＜厚生労働省＞ 

被保険者の転入・転出等に伴う資格得喪は、住民基本台帳制

度に基づく届出と手続を一本化する方針のため、国民健康保険

及び介護保険独自の手続は不要である。仮に、住民基本台帳制

度に基づく届出と手続を分離し、国民健康保険ないし介護保険

の転出届を省略化した場合、資格喪失後の受診や、転出元の保

険者が支払えないケースまでその保険証で受診してしまう場合が

あり、被保険者の負担の増加につながる可能性がある。 

印鑑登録廃止・登録申請（引越時） 

＜地方公共団体＞ 

 

○情報移管による手続の廃止について 

印鑑登録業務は、国の「印鑑登録・証明に関する事務処理要

領」に則り、各市区町村の条例によって業務を実施している。その

ため、各々個別に条例やシステムを構築したため統一されておら

ず、情報の引き継ぎは困難である。 

情報の引継ぎを行うためには、法整備を行い、管理運用を全国

で統一することが必要であるが、登録番号の紐付けや登録データ

の履歴管理等に関する困難が予想される。 

不動産登記 登記名義人の住所変更

の届出（引越時） 

＜法務省＞ 

 

○住民基本台帳ネットワークの活用による手続の廃止について 

不動産登記は、民法 177 条を基本とした、登記人の権利に関わ

る制度であるため、本人からの申請を原則としている。住所変更を

含め、法制度として申請義務を課しているものではない。住民基

本台帳ネットワークとの接続により申請の省略化を検討する位置

づけのものではないと考える。 

 

(3) 引越時の各種手続に関する論点全般 

質問 回答 

① 引越時における行政情報の再利用

を妨げている制度的要因は？ 

＜総務省＞ 

○添付書類の省略について 

 現行法令では、一部手続では「公簿等で確認できる場合には省

略可」とされているが、基本的に「添付しなければならない」規定と

なっている。「情報連携ができる場合には省略可」とする規定を、

手続横断的に定めることが必要。 

○住民による申請・届出の入力を省略することについて 

 現行法令では、申請・届出の必要のある項目が規定されている

ので、申請・届出者が手続先の組織に提出することが必要。最低

限の項目のみで申請できるようにするためには、法改正が必要。 

○行政機関間で情報連携することについて 

本人の同意があれば、行政機関間の情報連携は基本的に可

能だが、①個人情報保護法、個人情報保護条例、個人情報を保

有する業務の守秘義務等により提供を拒むことができる。必要な
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情報の提供や参照を可能とするためには、手続横断的な法整備

が必要。②個人情報保護条例で電子計算機のオンライン結合を

禁止しており、除外規定がない場合には、保護措置の状況等を個

別に検討した上で提供の可否を判断するよう、条例の見直しが必

要。 

 

(4) 所得情報の共有に関する論点 

質問 回答 

① 他の行政機関や同一行政機関内

の他の部門からの照会に対し、所

得情報を電子的に提供することが

できるか？ 

＜国税庁、地方公共団体＞ 

国税に関わる情報については、国家公務員法及び国税通則法

の規定により守秘義務が課せられている。仮に、税務職員が職務

上知り得た秘密を漏らした場合には、納税者と国税当局との信頼

関係が損なわれ、税務行政の運営に重大な支障を来たすことにも

なり兼ねないと考える。 

地方税に関わる情報については、各地方公共団体において、

個人情報保護条例に従い、「目的外利用」や「外部提供」に該当

しない範囲、または個人情報保護審議会の意見を聴いて認めら

れた範囲内において提供を行っている。（ただし、個人情報保護

条例上の判断や運用範囲、ならびに地方税法における守秘義務

の解釈については、各地方公共団体によって異なっており、同じ

団体内の他部門に対する情報提供ができないと回答した地方公

共団体も存在した。） 

 

(5) 登記情報の共有に関する論点 

質問 回答 

① 他の行政機関からの照会に対し、

登記情報を電子的に提供すること

はできるか？ 

＜法務省＞ 

行政機関等に対する申請等において登記事項証明書の添付

が求められている場合、行政機関等の定めるところに従い、登記

情報提供サービスにより得られる登記情報（照会番号）を添付する

ことで、証明書の添付に代えることができる。 

登記情報を国・地方間のバックオフィス連携によって情報連携

することについては、登記以外の情報も含めた共通のルールを検

討し、一括化法のようなものを制定することを検討してほしい。 

② 登記所間で登記情報の共有を行う

ことはできるか？ 

＜法務省＞ 

登記所間での登記情報の共有については、平成 22 年度末より

システム上可能となっており、これを前提に平成 22 年９月に行っ

た実務担当者レベルの会議において問題提起、業務プロセスの

見直しに伴う問題点の洗い出しとその対応策について検討を開始

している。平成 23 年度末までには、具体的な方向性について検

討結果をとりまとめたいと考えている。 
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(6) 戸籍情報に関する論点 

質問 回答 

① 他の行政機関／他の部門からの照

会に対し、戸籍関連情報を電子的

に提供することはできるか？ 

＜法務省＞ 

戸籍法では、国又は地方公共団体の機関は、法令の定める事

務を遂行するために必要がある場合は、戸籍謄本等の交付請求

をすることができるとされている。しかし、申請手続において戸籍

謄本等を添付することが定められている場合に、行政機関が、添

付を求める代わりに戸籍謄本等の交付請求を求めることは、「法

令の定める事務を遂行するために必要があるとき」に該当しない。

② 戸籍関係証明書の本籍地以外の

市区町村やコンビニ等の交付の実

現について、市区町村や関連事業

者の予見可能性を高めるため、法

務省としてガイドラインを作成する

か、必要な法改正を行って、市区町

村の取組を促すべきではないか？

＜法務省＞ 

戸籍業務は市区町村長が管掌する業務であり、戸籍関係証明

書を、コンビニエンスストアや本籍地以外の市区町村窓口、自動

交付機等で交付することについては、市区町村の主体的判断に

よるべきものである。法務省は、市区町村から実施に向けた照会

があった場合には、①プライバシー上の問題が発生しないこと、②

戸籍法等の関連法令に違反していないことを確認し、その可否の

判断を行っている。具体的な判断の観点は、追加質問１への回答

アの(ｱ)から(ｷ)に示した通りである。 

認容された事例については、追加質問１への回答イの(ｱ)及び

(ｲ)に示した通りで、例えば、住所地と本籍地が同一の住民の場

合、コンビニエンスストアに設置されたキオスク端末からの交付に

ついて認容している。それらの事例については、管轄法務局から

各市区町村に対してその内容が周知されており、各市区町村は、

どのような事例であれば認容されるのかを容易に把握することが

できることから、予見可能性や透明性は確保されている。 

なお、本籍地と住所地が同一ではない住民に対して、本籍地

以外の場所で戸籍関係証明書を交付することについて、現行法

令における制度的障害は存在せず、追加質問１への回答アの(ｱ)

から(ｷ)に示した要件を満たす場合には認容されるものと考えてい

る。したがって、本件について、現時点で改正を行う必要がある法

律の規定があるとは考えていない。 

③ 現行法令上、本籍地以外の場所

（庁舎外のデータセンタ等）で戸籍

を管理することは可能か？不可能

である場合、法改正等を行うことは

可能か？ 

＜法務省＞ 

法務省としては、市区町村から実施に向けた照会があった場合

に、セキュリティ面、法令面等の観点から可否を判断することにな

る。法務省は、市区町村から実施に向けた照会があった場合に

は、①プライバシー上の問題が発生しないこと、②戸籍法等の関

連法令に違反していないことを確認し、その可否の判断を行って

いる。具体的な判断の観点は、追加質問２への回答アの(ｱ)及び

(ｲ)に示した通りである。 
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認容された事例については、追加質問２への回答イの(ｱ)から

(ｳ)に示した通りで、管轄法務局から各市区町村に対してその内

容が周知されている。 

なお、正本を含む戸籍簿を民間事業者等が運営するデータセ

ンターにおいて管理している事例は現時点では存在しないが、追

加質問６への回答(1)に示したように、追加質問２への回答アの(ｱ)

及び(ｲ)に示した要件を満たす場合には認容されるものと考えて

いる。したがって、本件について、現時点で改正を行う必要がある

法律の規定があるとは考えていない。 

 

(7) 行政保有情報全般に関する論点 

質問 回答 

① 行政機関間の情報連携を行うた

めに必要な制度的改革は？ 

＜総務省＞ 

○各種添付書類の省略について 

個別に対象となる法律の改正を行う方法の他に、「行政手続等

における情報通信の技術の利用に関する法律」のように、書面で

の提示の規定がある場合には電子的確認で代替可能な旨を一括

して規定する方法がありうる。 

② これまでの設問にあげた情報・手続

以外で、行政機関間の情報連携が

望ましい情報・手続があれば、その

課題や要望は？ 

＜地方公共団体＞ 

○住民基本台帳関連（住所変更情報）について 

 住基ネットの利用制限が緩和されれば、転出入事務の簡素化や

滞納者の追跡調査等で効率化を図ることができる。 

 電子的な情報連携による住民票の添付省略が可能なのに、添

付を求めているケースがあるので、法改正が必要。（例：子ども手

当の別居監護者の申請手続） 

現行法令の定めでは転入転出前後で選挙人名簿への二重登

録が発生するため、事務手続を標準化してほしい。 

○所得情報について 

国税申告と地方税申告の手続を一本化すると共に、所得情報

に関する必要な情報連携を全国的な規模で行うべき。 

○戸籍情報について 

 戸籍関係証明書については、電子的な情報連携により情報連

携が可能となっても、法で添付が義務付けられている場合がある。

 戸籍情報は、同一市区町村内でも電子的な情報連携が禁止さ

れている。慎重な検討が必要だが、費用対効果を含めて検討す

べき。 

○個人情報の取扱いについて 

 目的外利用の許容範囲やオンライン結合の除外条件等が地方

公共団体ごとにバラバラであるため、行政機関間の情報連携の妨
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げになっている。 

○情報連携を妨げているその他の要因について 

 業務の標準化、文字コード、個人識別番号の取扱い、連携イン

ターフェース等の課題を解決する必要がある。 

 

６． 専門調査会における委員の意見 

専門調査会の意見交換にてあげられた委員の意見をまとめる。 
・ 今回の調査は、まず現状を把握し、現行の法制度における課題を洗い出す

観点で調査を実施したが、行政が保有する情報については再提出を不要

化するという原則を置き、現行法令を一斉に見直すことの有効性について

検討が必要ではないか。 
・ 行政機関間での情報共有については、府省や地方公共団体毎ではなく、国

がリーダシップを発揮して実施していかなければ実現が難しいのではない

か。 
・ 情報連携については、番号制度の活用によってかなり効率的に解決できる

のではないか。国民 ID 制度においても行政機関間での情報連携について

検討することとなっており、今回の議論の結果は、国民 ID 制度の要件定

義につながるのではないか。 
・ 個人情報保護や守秘義務について国と地方公共団体、地方公共団体間で解

釈の違いがみられる。解釈を統一化することで、より利用者の利便性が高

くなるような法制度改正が可能ではないか。また、統一的な見解を示すよ

うな第三者機関の設置についての検討が必要ではないか。 
・ 個人情報保護の観点では、見方を変え、個人情報を保護するためにシステ

ムを使っていくといった観点が必要ではないか。また、プライバシーの侵

害や情報の漏えいが何を指していて、具体的な脅威は何で、システムを使

うことでどう妨げるのかといった考え方が必要ではないか。 
・ 具体的な情報連携の方式やプライバシー保護の観点については、電子行政

タスクフォース等での国民 ID 制度の検討と整合をとるべきではないか。

また、再提出不要化については、政府で一体となった取組が必要であり、

電子行政タスクフォースでの政府 CIO の検討と整合をとるべきではない

か。 
 

７． 当該規制改革事項に関する基本的考え方 

(1) 行政機関が保有する情報の再提出不要化について 

各行政機関が管理している同一人の情報を紐付けし、紐付けられた情報を

相互に参照する「情報連携」の仕組みを実現することによって、添付書類の
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可能匿名化であって対応表を有していない場合）さ

れており、倫理審査委員会の承認を受け、かつ、研

究を行う機関の長により許可された場合について

は２次利用は行える。（第４の２の（２）人体から

採取された試料の利用） 

・ 「臨床研究に関する倫理指針」 

   本指針においては、人間の尊厳及び人権を守るた

めに、臨床研究の実施にあたり、事前に被験者から

インフォームド・コンセントを受けることを原則と

している。 

   しかしながら、連結不可能匿名化された診療情報

（死者に係るものを含む。）のみを用いる研究につ

いては、本指針の対象ではない（第１の２ 適用範

囲） 

   また、研究開始前に人体から採取された試料を利

用する場合について、同意を得られない場合でも、

当該試料が匿名化（連結不可能匿名化又は連結可能

匿名化であって対応表を有していない）されてお

り、倫理審査委員会の承認を受け、かつ、組織の代

表者等から許可された場合については、２次利用は

行える（第５の１の（２） 人体から採取された試

料等の利用）。 

・ 「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」

本指針においては、その前文において「本指針は、

人間の尊厳及び人権が尊重され、社会の理解と協力

を得て、研究の適正な推進が図られることを目的と

し、次に掲げる事項を基本方針としている。（２）

事前の十分な説明と自由意思による同意（インフォ

ームド・コンセント）」 

しかしながら、研究実施前に提供された試料につ

いては、同意を得られていない場合でも、連結不可

能匿名化されていることにより提供者等に危険や

不利益が及ぶおそれがない場合であり、倫理審査委

員会の承認を受け、かつ、研究を行う機関の長によ

り許可された場合については、研究への利用が可能

であるなど、要件を満たせば、２次利用は行える（第

４の１３ 研究実施前提供試料等の利用）。 
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【対応困難とする場合】 

要望へ対応した場合に生

じる問題点及び問題点に

対する補完措置の有無等 

（厚生労働省） 

・ 「遺伝子治療臨床研究に関する指針」 

遺伝子治療臨床研究については、疾患の特性や対

象となる患者の数が少ない等のため、診療における

情報のほとんどが個人を特定できる情報であるこ

とから、匿名化することは困難である。したがって、

本指針においては、診療録及びそれらに付随する記

録を匿名化した上で２次利用することについて、特

段の規定を置いていない。 

・ 「ヒト幹細胞を用いる臨床研究に関する指針」 

ヒト幹細胞を用いる臨床研究については、疾患の

特性や対象となる患者の数が少ない等のため、診療

における情報のほとんどが個人を特定できる情報

であることから、匿名化することは困難である。し

たがって、本指針においては、診療録及びそれらに

付随する記録を匿名化した上で二次利用すること

について、特段の規定を置いていない。 

当該項目に対する基本的考

え方 

○ 医療情報の２次利用については、インフォームドコ

ンセントを得ることが望ましいが、一部の関連指針

で、連結不可能匿名化した医療情報の２次利用につ

いては、インフォームドコンセントなしでの２次利

用を認めている。 

○ なお、連結不可能匿名化が可能であっても、個人情

報の保護は非常にセンシティブな問題であるため、

一定の厳格な規定を各種関連指針で定めることにつ

いては、合理性があると考えられる。 

○ 「疫学研究に関する倫理指針」及び「臨床研究に関

する倫理指針」については、連結不可能匿名化され

た診療情報は、指針の対象外であると規定しており、

匿名化した医療情報の２次利用を認めている。 

○ 「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」

については、原則インフォームドコンセントを必要

としているが、研究実施前に提供された試料につい

ては、連結不可能匿名化及び倫理審査委員会の承認

等必要な手続き実施することにより、インフォーム

ドコンセントなしでの医療情報の２次利用を認めて

いる。 

○ 「遺伝子治療臨床研究に関する指針」及び「ヒト幹

細胞を用いる臨床研究に関する指針」については、

疾患の特性や対象となる患者の数が少ないなどの理
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由により、診療における情報のほとんどが個人を特

定できる情報であることから、匿名化することは困

難であり、インフォームドコンセントなしでの匿名

化した医療情報の２次利用を認めていない。 

○ 医療情報の２次利用については、今後、治験数や症

例数の増加等による連結不可能匿名化の可能性を鑑

みた上で、インフォームドコンセントを不要とした

医療情報の２次利用について、今後拡大を検討すべ

き。 

対処方針 ・ インフォームドコンセントを不要とした医療情報の

２次利用について、今後、治験数や症例数の増加等

による連結不可能匿名化の可能性を鑑みた上で、関

連指針の所管省庁は、今後拡大を検討する。＜治験

数や症例数が一定程度増加した際に検討＞ 
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３４ 

 

規制改革事項 医薬品の承認、一部変更承認及び軽微変更届における手

続きの電子化 

規制の概要 

 

医薬品の承認申請、承認事項の一部変更承認申請(一変

承認）及び承認事項の軽微変更届は、平成 9年よりフロ

ッピーディスク及び書面（書面が正本）での申請が行わ

れている。また、インターネットを通じたオンライン承

認申請も可能とされているが、オンライン申請した場合

でも、書面（紙）の郵送が求められるため、企業にとっ

てメリットがなく、オンライン承認申請はほとんど利用

されていない状況にある。 

＜根拠規定＞薬食審査発第 0316004 号「医薬品等オンライン

申請・届出手続システムと厚生労働省電子申

請・届出システムの連携停止について」 

規制改革要望・賛成の意見

等 

 オンライン承認申請を普及させ、申請者の承認書保

管の利便性を向上させるため、現在は書面が正本の

扱いであるが、電子情報を正本とし、インターネッ

トを利用したオンライン申請のみでの申請を認め

るべき。また、オンライン申請の手続きの簡便化を

図るべき。 

要望具体例、経済効果等  

担

当 

府

省

か

ら

の

回

答 

上記規制改革要望・賛成の

意見等への考え方 

 

【対応可能性のある場合】 

見直し予定及びその内容 

 

 

【対応困難とする場合】 

要望へ対応した場合に生

じる問題点及び問題点に

対する補完措置の有無等 

（厚生労働省） 

・ 平成 19 年 3 月末まで行っていた「オンライン承認申

請」では、オンライン申請を正本とし、書類を副本

として扱っていた。その後、平成１９年３月に厚生

労働省電子申請・届出システムを電子政府の総合窓

口（e－Gov）に変更する際に改めて検討したところ、

（１）平成 19 年 3 月末までに行っていた「オンライ

ン承認申請」において、利用実績が１％にも満

たず著しく低かった 

（２）医薬品等の申請窓口は、国以外にも都道府県、
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独立行政法人医薬品医療機器総合機構、医療機

器等の申請窓口は上記に加え登録認証機関が

あるが、e-Gov は、国以外の窓口とはオンライ

ンが繋がっておらず不便なシステムとなって

いる 

（３）e-Gov の利用可能容量が小さい 

等の課題があり、平成１９年３月末をもって当分の

間、オンライン申請を停止することとし、オンライ

ン申請の再開については、関係機関と意見交換のう

え、利用率の向上が見込まれる目途がついたものか

ら順次対応することとした。 

   上記(1)～(3)の状況及び将来においても大幅な

利用の拡大が見込めず実施による効果に比して多

大な費用を必要とすることから、実施は困難と認識

している。 

当該規制改革事項に対する

基本的考え方 

○ 医薬品の承認の初回申請には大量の添付書類が必要

なため、オンライン化には適しないと考えられるが、

軽微変更届等については、年間の申請件数も多く、

提出書類も比較的少量であるため、改めて事業者や

経団連等の関連団体からオンライン申請に係る具体

的な要望を調査すべき。 

○ 要望がある場合には、現在策定中である新たなオン

ライン利用計画の中間整理に記載されている通り、

オンライン申請の費用対効果について検討するべ

き。 

対処方針 ・ 厚生労働省は、オンライン申請に係る具体的な要望

調査を実施する。＜平成 23 年度上半期＞ 

・ オンライン申請について具体的な要望がある場合

は、厚生労働省は、軽微変更届等のオンライン申請

化について費用対効果を検討し、オンライン申請再

開の是非について、検討し結論を得る。＜平成 23

年度中結論＞ 
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３５ 

 

項目名 教科書の電子化 

規制の概要 

 

現行制度は、教科書は紙媒体を前提にしたものとなって

おり、デジタル化された教科書については想定されてお

らず、例えば、著作権法第 35 条ガイドラインにおいて、

「校内 LAN サーバに映像コンテンツ等を蓄積すること」

は「授業の過程」における使用にあたらないと規定され、

法 35 条に規定する著作物の複製が認められていない。

また、著作権法第 33 条では、教科書に収載されている

著作物は、紙媒体として利用許諾を得たものであり、電

子教科書での利用については想定されていない。 

＜根拠規定＞教科書の発行に関する臨時措置法 

著作権法第 33 条・第 35 条ガイドライン 

規制改革要望・賛成の意見

等 

 現行制度は、教科書は紙媒体を前提にしたものとな

っており、デジタル化された教科書については想定

されていない。デジタル（電子）教科書の普及によ

り、先進的な教育等を行うため、デジタル教科書も

紙の教科書と同様の扱いとなるよう著作権法等の

改正をするべき。 

担

当 

府

省

か

ら

の

回

答 

上記規制改革要望・賛成の

意見等への考え方 

 

【対応可能性のある場合】 

見直し予定及びその内容 

 

（文部科学省） 

・ 「教科書の発行に関する臨時措置法」等において教

科書の、発行法は紙媒体の教科書を前提にしている

が、教科書のデジタル化を行うに当たっては、単に

紙媒体の教科書を電子媒体のものに置き換えればよ

いということではなく、紙媒体の教科書のあり方や

発達段階を踏まえた対応についても多様な考え方が

あることから、デジタル教科書・教材、情報端末等

の教育効果等についての実証研究等を踏まえた上

で、デジタル教科書にふさわしい制度を検討してい

く必要がある。 

・ 昨年８月に文部科学省が発表した「教育の情報化ビ

ジョン（骨子）」においても、「実証研究等の状況を

踏まえつつ、紙媒体の教科書の在り方、教科書検定

制度や義務教育諸学校の教科書無償給与制度など教

科書に関する制度の在り方、著作権に関する課題等
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についても、検討を行う必要がある」とされている

ところ。 

・ このため、デジタル教科書の発行法も含めた具体的

な制度のあり方については、「学校教育の情報化に関

する懇談会」における議論を踏まえ本年度中に策定

される予定の「教育の情報化ビジョン」や、平成２

３年度以降実施予定の「学びのイノベーション事業」

における実証研究等を踏まえ、デジタル教科書の具

体像を明確にした上で、必要となる法令改正につい

て検討することになるものと考えられる。 

 

【対応困難とする場合】 

要望へ対応した場合に生

じる問題点及び問題点に

対する補完措置の有無等 

 

 

当該項目に対する基本的考

え方 

○ デジタル教科書（教科書準拠型デジタル教材）・教材

のうち、電子黒板等に拡大提示して使用する「指導

者用デジタル教科書」については既に開発・実用化

されているが、拡大提示機器の整備不足のほか、各

自治体の予算不足や認知不足等により大きな拡がり

を見せるには至っていない。 

○ 一方、児童生徒側の端末で使用する「学習者用デジ

タル教科書」については、国の実証実験等を通じて、

今後、調査研究・開発が進められる見通しである。

○ 検定教科書については著作権法第３３条の規定に基

づき著作権者に掲載補償金が一律に支払われるのに

対して、デジタル教科書への掲載にあたっては著作

権者の許諾や著作権使用料の支払いが必要であり、

著作権処理に時間と費用を要している。 

○ さらに、著作権法第３５条において「授業の過程に

おける使用に供することを目的とする場合」には著

作物の複製が認められているが、権利者団体のガイ

ドラインでは「授業の過程における使用」が限定的

に解釈されているため、例えば教員が教材研究等の

ために校内ＬＡＮサーバにデジタルデータを蓄積す

ること等が困難となっている。 

○ また、デジタル教科書については、教科書検定制度、

義務教育諸学校の教科書無償給与制度等の外に置か

れ、他の教材と同じく、学校設置者が必要に応じて

購入・使用することとされている。 
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○ ＩＴ戦略工程表に沿ってデジタル教科書・教材を本

格展開していくためには、実証実験を踏まえつつ、

デジタル教科書に対する著作権法上の特例措置の適

用のほか、紙媒体の教科書の在り方、教科書検定制

度、義務教育諸学校の教科書無償給与制度など教科

書に関する制度全般にわたって法改正を検討する必

要がある。 

対処方針 ・ 文部科学省は、学校教育の情報化に関する懇談会の

検討結果及び実証実験の結果を踏まえて、著作物の

デジタル教科書・教材への掲載、学校における授業

の準備や教材研究におけるデジタル教科書・教材の

複製等について著作権法上の特例措置を検討すると

ともに、教科書検定制度、義務教育諸学校の教科書

無償給与制度等の教科書に関する制度全般にわたっ

て法改正を検討する。＜平成 24 年度中に検討・結論

＞ 
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３６ 

 

項目名 指導要録・表簿の電子化 

規制の概要 

 

指導要録のデジタル化については、学校教育法上明記さ

れておらず、進んでいない。また、学校で保管する情報

については、学校教育法では、「学校において備えなけ

ればならない表簿」という規定があり、紙で保存するこ

ととされている。 

＜根拠規定＞学校教育法施行規則 第 24 条 2 項及び 3 項、

第 28 条 

規制改革要望・賛成の意見

等 

 ＡＳＰサービス等を活用した表簿等のデジタル化

（電子化）により、保存のコストを削減する等のた

め、学校教育法施行規則等を改正し、電子化を認め

るべき。 

担

当 

府

省

か

ら

の

回

答 

上記規制改革要望・賛成の

意見等への考え方 

（文部科学省） 

・事実誤認 

 

【対応可能性のある場合】 

見直し予定及びその内容 

 

（文部科学省） 

・ 指導要録について書面の作成、保存、送付を情報通

信技術を活用して行うことは現行の制度上も可能で

あり、文部科学省通知（平成 22 年 5 月 11 日付け「小

学校、中学校、高等学校及び特別支援学校等におけ

る児童生徒の学習評価及び指導要録の改善等につい

て」）等により周知してきたところである。 

・ 上記通知においては、指導要録には、各年度に、校

長と学級主任がそれぞれ氏名を記入し押印すること

としているが、これは法令上の義務ではなく、また、

氏名の記入及び押印は電子署名を行うことで替える

ことも可能である旨を通知により周知している。 

・ なお、指導要録を含む表簿について学校教育法第 28

条では「学校において備えなければならない」と規

定されているが、これは学校という場所を指すもの

ではなく、情報セキュリティ対策等の技術面の課題

の解決が図られるのであれば、ＡＳＰサービス等の

活用は可能であると考える。 

・ 学校における校務の情報化は、教育の質の向上と学

校経営の改善に資するものであり、指導要録・表簿

の電子化は重要であると考えている。 
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・ 文部科学副大臣のもとに設置した「学校教育の情報

化に関する懇談会」において、押印の扱いも含めた

校務関係文書のＩＣＴ化、ＡＳＰサービスの活用方

策の在り方等について検討を行っているところであ

る。 

【対応困難とする場合】 

要望へ対応した場合に生

じる問題点及び問題点に

対する補完措置の有無等 

 

 

 

 

 

当該項目に対する基本的考

え方 

○ 指導要録について書面の作成、保存、送付を情報通

信技術を活用して行うことは、現行の制度上も可能で

あり、学校教育法施行規則等の改正の必要性はない。

○ 他方、校務の情報化は、教育の質の向上と学校経営

の改善に資するものであり、指導要録をはじめとする

校務関係文書の電子化は重要である。 

○ このため、学校内部で指導要録を保存する際の押印

の省略、学校設置者の枠を越えて指導要録の写し等を

電子的に送付する際のデータ形式に関するルールの

整備、電子的に送付する文書の真正性・機密性を確保

するためのネットワーク環境や認証基盤等の在り方

等の課題について基本的な考え方を整理し、学校設置

者に対して示すことが必要である。 

 

対処方針 ・ 文部科学省は、指導要録について書面の作成、保存、

送付における情報通信技術の活用を推進するため、

押印の省略、電子的に送付する文書のデータ形式に

関するルールの整備、文書の真正性・機密性を確保

するためのネットワーク環境や認証基盤の在り方等

の諸課題について基本的な考え方を整理し、学校設

置者等に対して周知を行う。＜平成 23 年度中周知＞
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３７ 

 

項目名 国税関係帳簿書類の電子保存の承認要件緩和 

規制の概要 

 

電子帳簿保存法において記録の真実性及び可視性の確

保等の要件により、国税関係書類の電子保存が可能とさ

れているが、当該要件が過度に厳格なため企業の税務関

係書類の電子化を阻害されている。また、領収証等に関

し、スキャナ保存は三万円未満のものに限定されてい

る。 

＜根拠規定＞電子計算機を使用して作成する国税関係帳簿

書類の保存方法等の特例に関する法律第４条 

同施行規則第３条第１項及び第３項 

規制改革要望・賛成の意見等  企業・税務当局双方において生産性向上、省スペー

ス・資源を図るため、企業の税務関係書類の電子化

を促進するべき。 

 電子帳簿保存の承認には、紙の保存よりも厳格なシ

ステム要件（一貫性、検索機能、相互関連性など）

が求められており、システム変更などの必要以上の

コストがかかることから、要件を緩和すべき。 

 領収証等に関し、スキャナ保存は三万円未満のもの

に限定されているが、金額を引き上げるべき。 

 

＜具体事例＞ 

 会計システムとは別個のシステムである「電子帳票

システム」（会計データをイメージデータとして保

管するシステム）を用いている企業が、電子帳簿保

存法の要件（法第四条「一貫性」、規則第三条「検

索機能」）などを満たしていないと判断され、電子

帳簿保存に係る申請をあきらめた。（システム導入

後に申請を取り下げるといった例もある。） 

 会計システムは、他のシステム（販売、仕入れ、経

費等）とのデータのやり取りが行われるが、電子帳

簿保存法の対象システムと判断されると、全てのデ

ータ履歴を 7年間保存する必要がある。社内全体の

システム見直しの制約になり、また相応のコスト・

作業工数等が発生して対応が困難となりかねない

ことから、電子帳簿保存申請をあきらめた。 

 会計システムは、他のシステム（販売、仕入れ、経
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費等）とのデータのやり取りが行われるが、法の要

件（法第四条「一貫性」、規則第三条「相互関連性」）

を満たしているかどうか、システム変更の都度、当

局との確認を行っている。不備な場合には、相応の

コスト・作業工数をかけ修正している。 

担

当 

府

省

か

ら

の

回

答 

上記規制改革要望・賛成

の意見等への考え方 

（財務省） 

・ 税制改正については税制調査会において検討される

こととなっている。 

・ 各税法における帳簿保存制度は、税務申告の基礎と

なり、税務調査等の対象となる重要なもので、帳簿

書類を電子データにより保存する場合であっても、

紙による保存と同程度の信憑性が確保されなければ

ならないため、一定の要件を課すことは適正課税の

観点から必要。そのため、電子帳簿保存法等により、

真実性及び可視性等を担保することとしており、適

正かつ公平な課税の実現のためには、安易な要件の

緩和は困難。 

・ 領収書等の 3 万円という基準は、税務行政の根幹で

ある適正・公平な課税を確保しつつ、電子化による

企業のコスト削減を如何に図るかという観点から、

一般的に保存されている領収書の過半が３万円未満

の領収書であるという業界団体の調査等も参考とし

つつ、業界団体等とも意見交換した上で定めたもの

である。 

【対応可能性のある場合】 

見直し予定及びその内容 

 

（財務省） 

・ 真実性及び可視性を担保するために必要な要件が現

行の規定で適切か否かはシステムや電子計算機の技

術の進展を踏まえて、詳細な検討が必要であると考

えており、電子データによる帳簿書類の保存の実態

や技術動向の把握を行うことについて、予算措置の

手当ても含め検討したい。 

【対応困難とする場合】 

要望へ対応した場合に生

じる問題点及び問題点に

対する補完措置の有無等 

 

当該項目に対する基本的考え方 ○ 適正かつ公平な課税の実現のためには、真実性及び

可視性等を担保することは必要である。 

○ 電子帳簿保存について普及させるためには、紙によ

る帳簿保存で求められる要件と同等であるべき。 

○ 電子領収書や情報通信技術を活用した電子帳簿保存

131



等の新たな仕組みについて、検討を行うべき。 

対処方針 ・ 財務省は、電子データによる帳簿書類の保存の実態

や技術動向の把握及び紙帳簿保存と電子帳簿保存の

同等性を実現する技術的検討を速やかに行う。＜平

成 23 年度中把握・検討＞ 

・ 財務省は、領収書等のスキャナ保存について、社会

のニーズを踏まえた金額までの拡大を検討する。＜

平成 23 年度中検討＞ 
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３８ 

 

項目名 電子的な手法による労働条件の明示 

規制の概要 

 

使用者が労働者に対して明示する賃金及び労働時間に

関する事項その他の厚生労働省令で定める事項につい

ては、ＦＡＸまたは電子メールでの提示ができない。 

＜根拠規定＞労働基準法第 15 条第 1 項、労働基準法施行規

則第 5条 

規制改革要望・賛成の意見等  労働者の合意があれば、明示方法を書面の交付のみ

ならず、ＦＡＸまたは電子メールでも可能とするべ

き。 

 労働条件の明示に当たり、ＦＡＸや電子メールの利

用が認められれば、手続きの簡素化、労働者に対す

る迅速な情報提供に資することが期待できる。 

担

当 

府

省

か

ら

の

回

答 

上記規制改革要望・賛成

の意見等への考え方 

（厚生労働省） 

・ 書面以外のＦＡＸや電子メールの方法では、ＦＡＸ

や電子メールを利用できなかったり、利用すること

を苦手としている方々が実質的に受信を強制された

りするなど、弱い立場の労働者が一層の負担を強い

られる、労働条件を巡って労働者と使用者の認識が

異なってしまうなど、トラブルの元となるおそれが

ある。 

・ 電子メール等の明示では受信証明や記録の保全が困

難で労働条件の記載量によっては携帯電話に全て表

示されない可能性がある。 

【対応可能性のある場合】 

見直し予定及びその内容 

 

（厚生労働省） 

・ 適切な労働条件の明示が適切になされていない事例

が多数見られる中、まずは法令遵守の徹底を図るこ

とが先決であり、電子メール等による労働条件明示

については、慎重に検討することが必要。 

・ 検討の具体的なスケジュールについては未定であ

る。また、労働者保護の観点から関係労使団体を交

えた慎重な検討も必要であると考える。 

・ 労働基準法施行規則の改正には、公労使三者構成の

労働政策審議会労働条件分科会での議論が必要であ

る。 
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【対応困難とする場合】 

要望へ対応した場合に生

じる問題点及び問題点に

対する補完措置の有無等 

 

当該項目に対する基本的考え方 ○ 労働者保護の観点から労働条件の明示は重要であ

り、電子的明示が紙面による明示と同等の役割を果

たせることが求められる。 

○ テレワークや日雇い派遣など就労形態が多様化する

中で、紙で受け取るよりも FAX や電子メールで受け

取った方が確実な場合もあると考えられる。全ての

労働者に対して紙で交付するのではなく、紙の書面

による労働条件の明示を望む労働者に対しては紙で

交付しても良い場合も想定される。 

○ 労使関係と同様、力関係に不均衡のある親事業者・

下請事業者間の取引について、下請事業者を保護す

る趣旨の下請代金支払遅延等防止法第 3 条の書面交

付義務については、電子的な手法が認められており

（下請事業者の承諾が要件）、労働条件の明示につい

ても同じように考えることは可能である。 

対処方針 ・ 厚生労働省は、労働者の保護・利便性に配慮した通

知手段の選択を検討し、公労使三者構成の労働政策

審議会労働条件分科会で議論・結論を得る。＜平成

23 年度中議論・結論＞ 
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３９ 

 

項目名 特定の商取引において義務付けられた書面交付の電子

化 

規制の概要 

 

特定商取引契約等の各種書面交付義務において、「書面

を交付」との記載はあるが、電子メール等の電磁的記録

による書面の交付が認められるか否かについては条文

上明記されていないため、郵送による書面交付を行って

いる。 

＜根拠規定＞特定商取引に関する法律 第 4 条、第 5 条、第

18 条、第 19 条 

規制改革要望・賛成の意見

等 

 申込者への速やかな通知による迅速な商取引や企

業等におけるコスト削減（紙等消耗品費や郵送費

等）に繋がることから、特定商取引契約等において

電子メール等の電磁的記録による書面交付を認め

るべき。 

担

当 

府

省

か

ら

の

回

答 

上記規制改革要望・賛成

の意見等への考え方 

（消費者庁、経済産業省） 

・ 特定商取引法は、事業者と消費者間の商取引にかか

る立場及び情報の格差、不意打ちの勧誘による消費

者の冷静な判断の欠如等から生じる特定の商取引で

のトラブルを防止し、消費者の利益を保護するため

に意図的に上記弊害を是正している規定である。そ

のため、トラブルの生じやすい取引類型ごとに諸規

定を設けている。ご指摘の電子的交付については、

上記法の趣旨であるところの消費者保護を後退させ

るに過ぎず、事業者にとっても取引の安定性が害さ

れることから、実施は困難。 

・ 特定商取引法に定める訪問販売や電話勧誘において

は、不意打ちで勧誘を受けることによって、取引条

件等が不明確なうちに契約を結んでしまい、その後

トラブルとなってしまうことを未然に防ぐため、全

ての消費者が自分の結んだ契約内容を確実に確認で

きるよう、取引条件を明らかにした書面を直ちに交

付することを定めている。更に、消費者の注意を喚

起するため、赤枠赤字で記載すべき事項を法文上定

めており、書面の電子的交付ではこれらの要請が必

ず満たされる保証がない。 

・ 事業者が訪問販売により、営業所等以外の場所で契

約を締結したときには、法第５条の規定において「直
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ちに」契約書面を交付することが義務付けられてい

る。これは、購入者等の契約の申込み行為が完了し

た際に、その場で交付することを意味しており、書

面を電子的に交付した場合では、消費者と事業者が

対面している中、法の意図する交付をすることは困

難。 

・ 電話勧誘販売において事業者が電子メール等で書面

を交付したとしても、消費者が電子メール等を受領

していないと主張した場合、受領の有無をめぐる無

用なトラブルが生じる恐れがある。消費者が受領し

ていない場合、クーリング･オフの起算点は書面受領

日まで延長されるため、取引の安定を害するおそれ

がある。 

【対応可能性のある場合】 

見直し予定及びその内容 

 

 

【対応困難とする場合】 

要望へ対応した場合に生

じる問題点及び問題点に

対する補完措置の有無等 

 

当該項目に対する基本的考

え方 

○ 書面交付が｢直ちに｣要求される訪問販売と、「遅滞な

く」要求される電話勧誘販売、業務提供誘引販売を

区別し、後者においてのみ電子的手法を認めること

は可能ではないか。 

○ 電子的交付についての消費者の同意があった場合で

も、一定期間内に限り消費者が改めて書面の交付を

要求することができることにするといった工夫をす

ることにより消費者の利益を確保することができ

る。 

○ 特定商取引法において事業者の書面交付義務が規定

される取引類型においては、書面交付義務の他に、

クーリングオフや再勧誘の禁止等によって消費者の

保護が図られており、書面の電子化のみによって直

ちに消費者保護に欠ける状態になるとは認めがた

い。もっとも、これらの取引類型について、書面の

電子化等による効率化の要請が実際にどの程度ある

のか不明であり、まずはその点の検証がなされるべ

きである。 

対処方針 － 

 

136



 

４０ 

 

項目名 保険契約の解約返戻金がないことを記載した書面の電

磁的交付 

規制の概要 

 

保険契約の保険募集に際して解約返戻金がないことを

保険契約者に説明するための方法としては、現状、「書

面の交付」のみに限定されている。 

＜根拠規定＞保険業法施行規則第 53 条第 1 項第 3 号、第 2

項 

規制改革要望・賛成の意見

等 

 電子的交付により、事業者及び消費者の双方の合理

化を図るため、省令改正等により電磁的方法による

提供を可能とする。 

 現行の規制は、消費者保護になっている面もある

が、国民の自由な選択を阻害し、過度にパターナリ

スティックになっている面もある。一切禁止するの

ではなく、電磁的交付と濫用防止措置とセットで運

用するべき。 

担

当 

府

省

か

ら

の

回

答 

上記規制改革要望・賛成の

意見等への考え方 

 

【対応可能性のある場合】 

見直し予定及びその内容 

 

（金融庁） 

・ 無解約返戻金型保険商品については、保険契約者等

の保護の観点から、その開示のあり方のみならず、

商品設計を含む様々な論点について指摘がなされて

いるところであり、こうした点を踏まえ、引き続き

専門的な見地も交えながら検討を行っていきたい。

・ 無解約返戻金型保険商品に関しては、保険募集等に

係る規制のあり方に関する検討の一環として、金融

審議会の場で検討が行われてきたところであり、引

き続き専門的な見地から検討を行っていくこととし

ている。 

・ 一般的に、書面交付の方が、電磁的方法よりも、説

明内容の伝達の確実性が高いと考えられ、書面の交

付に代えて電磁的方法による提供を認めている場合

であっても、相手方の承諾等を条件とする例が多い

と承知している。 

・ 無解約返戻金型保険商品については、解約した場合

に払い込んだ保険料が一切戻ってこない特殊な商品

であり、金融審議会の場においても、商品設計のあ

り方や解約返戻金の開示のあり方等様々な点につい
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て指摘がなされているところである。したがって、

無解約返戻金型保険商品のあり方全体についての議

論を抜きにして、保険募集の際の書面の交付に係る

規制緩和のみを先行して行うことは困難である。 

・ 本件については、金融審議会において、商品設計の

あり方等の他の論点と併せて引き続き検討していく

ことが必要とされている。 

【対応困難とする場合】 

要望へ対応した場合に生

じる問題点及び問題点に

対する補完措置の有無等 

 

当該項目に対する基本的考

え方 

○ 平成21年6月金融審議会金融分科会第二部会保険の

基本問題に関するワーキング・グループ「中間論点

整理報告書」で無・低解約返戻金型保険商品のあり

方について問題提起されたが、現状では契約時の書

面交付の是非について議論する段階に至っていな

い。 

○ まずは速やかに当該保険商品のあり方についての審

議を行うべきで、現時点で本手続きについて電子化

を進めるべきと判断する状況にはないと考えられ

る。審議の際は、消費者保護の観点に加え保険契約

者の利便性、自由な選択という観点も配慮すべき。

対処方針 ― 
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４１ 

 

項目名 匿名化された個人の情報の活用 

規制の概要 

 

個人情報保護法において個人情報とは当該情報に含ま

れる記述等により特定の個人を識別することができる

ものが「個人情報」（他の情報と容易に照合することが

でき、それにより特定の個人を識別することができるこ

ととなるものを含む。）とされているが、「他の情報と容

易に照合することができ、それにより特定の個人を識別

することができることとなるもの」の扱いがガイドライ

ン上明確でない。 

＜根拠規定＞個人情報保護法、各個人情報保護ガイドライン

規制改革要望・賛成の意見

等 

 匿名化された情報の活用が促進するため、従業者が

匿名化情報にしかアクセスできない等の社内規程

が整備されている場合は、当該匿名化情報について

は個人情報保護法が適用されないこと等について

明記するよう、各種ガイドライン等を改正するべ

き。 

担

当 

府

省

か

ら

の

回

答 

上記規制改革要望・賛成の

意見等への考え方 

（消費者庁） 

・ 「従業者が匿名化情報にしかアクセスできない等の

社内規程が整備されている場合は、当該匿名化情報

については個人情報保護法が適用されないこと等に

ついて明記する」ことについては、従業者が匿名化

情報にしかアクセスできない場合でも、役員その他

個人情報取扱事業者内の他の者等が個人データベー

スへのアクセスが可能であり、特定の個人を識別で

きるような場合等であれば、当該匿名化情報は、当

該事業者が保有する「個人情報」に該当し、個人情

報保護法が適用されることとなる。 

・ 一方、事業者内の誰もが個人データベースへのアク

セスができない等、匿名化情報について、他の情報

との照合が困難であり、特定の個人を識別できない

のであれば、当該匿名化情報については個人情報保

護法が適用されないことになります。この場合、特

定の個人を識別することができない匿名化情報につ

いては、本法の適用対象外であることは明白。 

【対応可能性のある場合】 

見直し予定及びその内容 
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【対応困難とする場合】 

要望へ対応した場合に生

じる問題点及び問題点に

対する補完措置の有無等 

 

 

当該項目に対する基本的考

え方 

○ 当該項目の消費者庁や各省からの回答において、「事

業者内の誰もが個人データベースへのアクセスがで

きない」という事業者内で保有する個人データベー

スにおいて想定し難い場合を、匿名化情報が活用で

きる例として示されている等、匿名化情報を具体的

に活用できる場合が非常に分かりづらい。 

○ 匿名化された情報の活用が促進するため、匿名化情

報に関する具体的で分かりやすい例示や規定を各府

省の個人情報保護ガイドラインや事例集等に規定す

るべき。 

対処方針 ・ 消費者庁は、標準ガイドラインにおいて、匿名化さ

れた情報の具体的な事例や規定等を記載し、各府省

の個人情報保護ガイドラインに反映させる。＜平成

23 年度上半期中標準ガイドラインの整備、平成 23

年度中各府省の個人情報ガイドラインへの反映＞ 

・ 各府省は、具体的な規定を盛り込むように個人情報

保護ガイドラインや事例集等に規定する。＜平成 23

年度中措置＞ 

 

 

140



４２ 

 

項目名 データセンターの国内立地環境整備 

規制の概要 コンテナ型データセンターの設置に関して、以下の法令

に関する解釈がはっきりしていないため国内立地が進

んでいない。 

＜根拠規定＞建築基準法第２条第１号 

消防法第１７条第１項 

規制改革要望・賛成の意見

等 

 コンテナ型データセンターの国内立地を促進する

ため、建築物に該当しないことを明示してほしい。

 コンテナ型データセンターについて、建築物として

の許認可に時間を要する、防火対象物としてスプリ

ンクラーの設置が必要になる等の理由で国内立地

が進んでいない。 

 海外で普及しているコンテナ型データセンターの

国内立地推進において、障害になっている建築基準

法及び消防法の運用基準を明らかにしてほしい。 

担

当 

府

省

か

ら

の

回

答 

上記規制改革要望・賛成

の意見等への考え方 

（国土交通省） 

・ コンテナ型データセンターに係る建築基準法におけ

る取扱いの明確化については、「新成長戦略の実現に

向けた３段構えの経済対策」の「５．日本を元気に

する規制改革１００」において「その利用実態を踏

まえて建築基準法の対象外とする措置を平成２２年

度中に講じる」旨記載されており、平成２２年度中

に取扱いを明確化し、特定行政庁及び指定確認検査

機関に対し周知徹底を図る。 

（消防庁） 

・ 消防法の運用の明確化については、既に第 18 次構造

改革特区提案に対して、コンテナ型データセンター

が建築物以外の工作物となる場合の消防法の取扱い

について、運用の指針を明確化し、平成 22 年度中に

消防機関等に対し周知徹底を図る。 

【対応可能性のある場合】 

見直し予定及びその内容 

 

（国土交通省） 

・ コンテナ型データセンターの設置について、無人運

転が基本である等、その利用実態を踏まえ建築基準

法上の建築物の対象外とすることを検討し、結論を

得た上で、平成 22 年度中に措置を講じる。 

（消防庁） 
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・ 「建築物である防火対象物の消防用設備等の設置単

位は、特段の規定のない限り、敷地単位でなく、棟

単位であることは、「消防用設備等の設置単位につい

て」（昭和５０年３月５日付け消防安第２６号）によ

り既に示されている。消防法規制の対象となる「防

火対象物」とは、消防法第２条第２項において、「山

林又は舟車、船きょ若しくはふ頭に繋留された船舶、

建築物その他の工作物若しくはこれらに属する物」

とされており、建築物は工作物の代表例としている

ことから、建築物以外の工作物の消防用設備等の設

置単位についても上記通知の考え方を踏まえるよう

運用の指針を明確化し、平成 22 年度中に消防機関等

について周知徹底を図る。 

【対応困難とする場合】 

要望へ対応した場合に生

じる問題点及び問題点に

対する補完措置の有無等 

 

当該項目に対する基本的考

え方 

○ 担当府省による平成 22 年度中の対応についてフォ

ローアップを行う。 

対処方針 － 

 

＜参考＞ 

構造改革特別区域推進本部 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kouzou2/index.html 
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４３ 

 

項目名 プロバイダ責任制限法の対象拡大 

規制の概要 

 

プロバイダ責任制限法第３条では、不特定のものに受信

されることを目的とする電気通信の送信により、他人の

権利が侵害された場合の特定電気通信役務提供者の民

事上の責任を免責される範囲を明確化しているが、刑事

上の責任については免責される範囲が明確化されてい

ない。 

＜根拠規定＞特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制

限及び発信者情報の開示に関する法律 

規制改革要望・賛成の意見

等 

 プロバイダが必要以上の責任を負わないようにす

るため、間接侵害や著作権侵害幇助罪も含め著作権

侵害とならないセーフハーバーの範囲を刑事法上

も免責範囲を明確化すべき。 

担

当 

府

省

か

ら

の

回

答 

上記規制改革要望・賛成の

意見等への考え方 

 

【対応可能性のある場合】 

見直し予定及びその内容 

 

（総務省） 

・ 現在、総務省の「利用者視点を踏まえた ICT サービ

スに係る諸問題に関する研究会 プロバイダ責任制

限法検証ＷＧ」（主査 東京大学長谷部恭男教授）に

おいて、プロバイダ責任制限法の検証を実施してい

るところであり、平成 22 年度中に結論を得る予定。

【対応困難とする場合】 

要望へ対応した場合に生

じる問題点及び問題点に

対する補完措置の有無等 

 

 

当該項目に対する基本的考

え方 

○ 掲示板管理者等が第三者のアップロードした違法情

報について責任を問われる範囲については、名誉毀

損や著作権侵害などの損害賠償責任に関しては、プ

ロバイダ責任制限法が違法情報の具体的認識を必要

とする一方で、わいせつ物公然陳列や児童ポルノ公

然陳列などの刑事責任については、同種の限定がな

く、「未必の故意の法理」などにより後者の方が広く

責任を認められるかのような事態を生じている。 

○ もっとも、実際の刑事事件において摘発されている

のは、違法情報のアップロードを誘引するなど、悪

質な掲示板管理者等に限られており、未だ一般の事
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業者のイノベーションを阻害する要因になっている

とまでは言い切れない。 

対処方針 ・ 総務省は、「利用者視点を踏まえた ICT サービスに

係る諸問題に関する研究会 プロバイダ責任制限法

検証ＷＧ」（主査 長谷部恭男東京大学教授）による

検討結果を踏まえ、所要の措置を講じる。＜平成 23

年度中措置＞ 
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